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本日の概要
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I. グリーンインフラと経済の関わり

II. グリーンインフラの経済価値の評価
1. 外部経済価値

代替法・CVM
費用対効果分析

2. 市場経済の価値
• 経済波及効果
農村地域、商業施設の影響

• 市場規模
環境産業市場規模とその変化



グリーンインフラ実践ガイド
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出典：グリーンインフラ実践ガイド（国土交通省）



自然の賢明な活用を目指して（2023）
-グリーンインフラや多面的機能を向上させる生態学的視点-
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1. 背景
自然環境をめぐる社会的状況、国内外の政策動向、関連概念の説明

2. グリーンインフラが踏まえて欲しい12箇条
基本原則：１）多様性と冗長性を重視しよう、２）地域性と歴史性を重視しよう。
生態系の特性に関する留意点：３）生態系の空間スケールを踏まえよう、４）生態系
の変化と動態を踏まえよう、５）生態系の連結性を踏まえよう、６）生態系の機能を
踏まえよう、７）生態系サービスの連関を踏まえよう、８）生態系の不確実性を踏ま
えよう。
管理や社会経済との関係に関する留意点：９）ガバナンスのあり方に留意しよう、
10）地域経済・社会への波及に留意しよう、11）国際的な目標・関連計画との関係に
留意しよう、12）教育・普及に留意しよう。

3. 12箇条の使い方と今後の展望

生態系管理専門委員会 調査提言部会, 西田 貴明, 岩崎 雄一, 大澤 隆文, 小笠原 奨悟, 鎌田 磨人, 佐々木 章晴, 高川
晋一, 高村 典子, 中村 太士, 中静 透, 西廣 淳, 古田 尚也, 松田 裕之, 吉田 丈人

保全生態学研究 (2023): 2211. https://doi.org/10.18960/hozen.2211

キーワード: 気候変動, 自然環境政策, 生態系管理専門委員会, 生態系を活用した防災減災, 生物多様性条約
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■グリーンインフラの地域実装に向けた提言

1.地域特性に応じた経済的なインセンティブの設計

2.自然の価値とリスクの可視化とその説明力の担保

3.地域の担い手の育成と協働の場づくり

4.試行的な実施を踏まえた事業・推進制度の検討

5.長期的・総合的な視点に基づく合意形成の推進

グリーンインフラ地域実装に向けた提言（2023）
＜ワークショップの参加メンバー（順不同）＞
吉田丈人（総合地球環境学研究所・東京大学）、一ノ瀬友博（慶應義塾大学）、深町加津枝（京都大学）、瀧健太郎（滋賀県立大学）、西廣淳
（国立環境研究所）、上原三知（信州大学）、浦嶋裕子（MS&AD）、西田貴明（京都産業大学）、小笠原奨悟（パシフィックコンサルタンツ）、滝澤
恭平（水辺総研）



市場価値と外部経済的な価値
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• 経済的価値は、市場価値と外部経済価値の両面を考える。

＜外部経済的な価値＞

森林の防災機能、水源涵養機能、森林のアメニティ効果、里山の文化保全

美しい景観、生きものの生息場所、希少動植物の存在

（経済的な取引がなされていない）

＜市場経済的な価値＞

土地の不動産価値、木材の価格、魚の値段

（経済的な取引がなされている）



生物多様性と生態系の経済学（TEEB）2010
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TEEBは「生態系と生物多様性の経済学（The Economics of Ecosystem and Biodiversity）」
の頭文字をとったもの。
TEEBプロジェクトは、2007年にドイツ・ポツダムで開催されたG8+５環境大臣会議で、
欧州委員会とドイツにより提唱。

すべての人々が生物多様性と生態系サービスの価値を認識し、自らの意思決定や行動
に反映させる社会を目指し、これらの価値を経済的な可視化を重視している。

出典：環境省 価値ある自然 生態系
と生物多様性の経済学
https://www.biodic.go.jp/biodiversity/abo
ut/library/files/TEEB_pamphlet.pdf



TEEBによる経済評価の事例
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出典：環境省 価値ある自然 生態系と生物多様性の経済学
https://www.biodic.go.jp/biodiversity/about/library/files/TEEB_pamphlet.pdf



農山村におけるグリーンインフラ（農地の活用）
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洪水被害
の防止
（河川流下
能力確保）

河床掘削
中洲掘削

湿地

環境の創
出

休耕田を活用した
湿地整備

冬みずたんぼの
実施

水田魚道の整備

中干し期間の延期

ドジョウ等
生物の
生息環境
の創出

カエル、

トンボ類等
生物の
生息環境
の創出

湿地の整備

＋環境配慮

餌生物の
生息数・
種類増加

コウノトリの良好
な生息地の再生

米のブランド化

市内所得1.4%
増加

エコツーリズムの促進

環境教育の場・
プログラムの提供

観光客数増加

生きものブランド米
の販売推進

生きもの米の
生産支援

生きもの米の
生産支援（直払い）

周辺地域の取組
と連携する計画

河川整備・自然
再生事業

目的 守る 活かす 対策による効果

農地

の生息
地

地域計画と
湿地整備

広報・宣伝

再投資
（税金・収益）



都市におけるグリーンインフラ（分散型雨水管理）
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水質汚濁
の防止

都市洪水
の抑制

下水道施設の
整備・拡充

民有地の
屋上緑化の推進

パブリックアート
と緑地の融合

工場跡地への
公園の設置

カフェやスーパーに
併設された

緑溝や一時貯留地

＋環境配慮

企業の誘致

観光客数増加

地価の上昇

税収の増加

グリーンストリート
の導入

街中の緑溝の整備

雨庭、雨どいの
非接続による
雨水集積

公共と民間の
連携

地目横断的な
利用

都市洪水対策
水質改善事業

持続的な
管理・経営

雨水流出抑制

水質汚濁改善

景観の向上

生物の生息の場 市民の健康の促進

交流の場の提供

環境教育的効果

都市スケールの
雨水管理計画

普及啓発
イベント・PR

目的 守る 活かす 対策による効果



グリーンインフラ関連拠点（にぎわいの森：三重県いなべ市）

11出典：にぎわいの森HP

放棄地であった森林を活用し、新庁舎建設と併せて2018年5月に竣工。

単なる誘客のための商業施設ではなく、農業振興や生産・就業促進、商業・観光振
興、市民協働の促進など、まちづくり、ひとづくりの拠点として位置付けている。



ロジックモデルによる効果の体系化の試行
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引用）にぎわいの森 効果検証 R3-R4年度 先導的グリーンインフラモデル形成支援事業



グリーンインフラ産業展2024
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https://biz.nikkan.co.jp/eve/green-infra/



日本の環境市場の規模

14

地球温暖化対策 廃棄物処理・資源有効活用

環境汚染防止

自然環境保全

再生可能エネルギー発電
– 太陽光発電システム
– 太陽光発電システム設置工事
– 家庭用ソーラー
– 風力発電装置
– バイオマスエネルギー利用装置
– 中小水力発電
– 地熱発電
– 系統電力対策
– 薪ストーブ

再生可能エネルギー売電
再生可能エネルギー設備管理
エネルギー貯蔵設備

クリーンエネルギー利用

4.9兆円
2.9兆
1.3兆

0.01兆
0.06兆
0.18兆
0.07兆
0.15兆
0.24兆
0.01兆

0.8兆円
0.12兆円

0.8兆円

エコカー
エコドライブ支援機器

自動車の低燃費化

19.06兆円
0.01兆円

省エネ建築
省エネ電化製品
省エネ型ユーティリティ機器
省エネ型ユーティリティサービス
省エネ輸送機関・輸送サービス

省エネルギー化

9.4兆円
1.6兆円

0.24兆円
0.17兆円

0.6兆円

排出権取引

化学物質汚染防止
（汚染物質不使用製品）

装置
サービス

下水・排水処理

1.9兆円
0.9兆円

装置
サービス

土壌・水質浄化

0.01兆円
0.13兆円

環境測定、分析、監視用装置

環境測定、分析、監視サービス

環境コンサルティング

環境経営支援

0.03兆円
0.14兆円
0.32兆円

騒音・振動防止
（装置・設備）

大気汚染防止
（装置、施設）

リサイクル素材
– 再資源の商品化
– 動脈産業での廃棄物受け入れ
– その他

資源有効利用製品
– 資源回収
– 中古自動車小売業
– 中古品・住宅流通
– その他

8.4兆円
2.1兆
5.9兆

0.33兆

5.9兆円
2.3兆
2.6兆
0.5兆

0.46兆

資源・機器の有効利用

長寿命化
（100年建築等長寿命化建築）

設備
サービス

産業廃棄物処理、
リサイクル

0.48兆円
3.3兆円

緑化・水辺再生
（緑化・水辺再生工事）

エコツーリズム
環境教育

環境保護意識向上

0.5兆円
0.11兆円

節水型設備
雨水利用設備
上水道

水資源利用

0.06兆円
0.02兆円

3.1兆円

持続可能な農林水産業

リフォーム、リペア
– リペア
– 自動車整備

（長期使用に資するもの）
– 建設リフォーム・リペア

リース、レンタル
– リース
– レンタル
– その他

（カーシェアリング等）

15.6兆円
1.2兆
3.3兆

11.0兆
9.6兆円

6.1兆
3.6兆

0.01兆

出典：環境省 「H27 年度 環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書

※小数第二位以下四捨五入。規模が0.5兆円に満たない場合は、小数点三位以下四捨五
入。そのため、各項目の合計と全体の市場規模との間に誤差が生じる場合がある。



環境産業の市場規模の拡大と期待
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環境汚染防止, 

14.3兆円

地球温暖化対

策, 37.8兆円

廃棄物処理・

資源有効利用, 

43.9兆円

自然環境保全, 

8.3兆円
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自然環境保全 廃棄物処理・資源有効利用 地球温暖化対策 環境汚染防止

104.3
兆円

出典：環境省 「H28 年度 環境産業の市場規模・雇用規模等に関する報告書」

兆円

約1.8倍

内訳（単位：兆円）
自動車の低燃費化：17.6
省エネルギー化 ：13.9
ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ利用 ： 7.2
排出権取引 ： 0.05
--------------------------------
合計 ： 37.7



グリーンインフラの経済価値の可視化による期待
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1. 外部経済価値の評価
• 代替法・CVM、費用対効果分析
→官民連携のグリーンインフラ関連事業の推進

2. 市場経済の価値評価
• 経済波及効果
農村地域、商業施設の影響
→地域のグリーンインフラ関連施設の導入

• 市場規模の評価
環境産業市場規模とその変化
→グリーンインフラ関連ビジネスの情報発信



1. GIの社会実装に向けた中期的なロードマップを作成する
５～１０年を目処としたGIの社会実装の具体的な目標（KPI：重要業績評価指標など）を設定し、国や地方自治体

の政策、企業の経営計画に位置付ける。

2. 気候変動対策と生物多様性保全を両立できるアプローチを推進する
生態系による炭素吸収・貯留など、脱炭素におけるGIの重要な役割を改めて認識し、気候変動対策と生物多様性保

全を同時に達成できるアプローチを推進する。

3. 公共事業・公共調達においてGIの取組を推進し、日本の成長戦略につなげる
事業の仕様書や調達基準、計画設計基準、新技術評価等にGIの考え方を積極的に導入し、行政の事業や調達を基点

として社会におけるGIの主流化を促す。

4. 民間企業のGIビジネス・市場を拡大させる仕組を強化する
都市再生、都市公園や河川、公共施設等における官民連携事業でのGIの推進、企業や団体等によるGIの事業および

技術開発の支援、先導的なGI推進のモデル地域の設定などを進める。

5. GIの推進を支える財源と人材を確保する
GIに関連する税制度など、様々な手法によるGIの財源確保、GIを推進する多様な人材の育成を進める。

6. 次世代インフラであるGIの情報基盤整備・シミュレーションシステムを構築する
既存の伝統的GIの保全と新たなGIの整備のため、機能や効果を可視化しモニタリングする情報基盤、地域のシミュ

レーションが可能なシステムを構築する。

グリーンインフラの社会実装に向けた提言（2023）
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